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2021年4月、国立環境研究所は新たな目標に向けて出発しました（第5次中長期計画）

Global sustainability and local prosperity
地球規模の持続可能性と地域の繁栄の両立

国立環境研究所ニュース (2021) 40(1)より
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国立環境研究所からSDGsへの貢献として

(1) 提供しているグローバル指標

(2) 提供しているグローバルデータ

(3) 実施しているSDGs関連研究

国立環境研究所が実施して

を紹介します。



4

〇指標 13.2.2 年間温室効果ガス総排出量
〇ターゲット 13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。
〇ゴール 13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる
〇定義 気候変動枠組条約等に基づき算定・報告している、我が国の温室効果ガス

総排出量として定義される。
〇データソース 国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス http://www.nies.go.jp/gio/index.html

〇データ提供機関 環境省（国立研究開発法人国立環境研究所）
〇担当国際機関 気候変動枠組条約（UNFCCC）事務局

日本の温室効果ガス排出量データ(1990～2019年度)

(1) 国立環境研究所が提供しているグローバル指標
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〇データ名称 国等が策定する持続可能性指標（SDI）のデータベース
〇ターゲット 全てのターゲットに関連
〇ゴール 全てのゴールに関連
〇定義 28の国等が策定した持続可能性指標を編纂して収録
〇データソース 各国等より（下記ホームページにリストを掲載）
〇データ提供機関 国立研究開発法人国立環境研究所（http://www.nies.go.jp/sdi-db/）

(2) 国立環境研究所が提供しているグローバルデータ

1,848の指標の内容と
原著文献へのリンクを収録

http://www.nies.go.jp/sdi-db/
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〇データ名称 国内約20ヶ所（霞ヶ浦・摩周湖を含む）の河川・湖沼の水質データ
〇ターゲット6.3.2   良質な水質を持つ水域の割合
〇ゴール６ すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続可能な管理を確保する
〇定義 水質汚濁防止法に基づき、国及び地方公共団体が実施する公共用水域の水質

調査結果から、人の健康の保護に関する環境基準及び生活環境の保全に関す
る環境基準について達成状況を算出することで表される。

〇データソース GEMS/Waterナショナルセンターウェブサイト
https://db.cger.nies.go.jp/gem/inter/GEMS/gems_jnet/index_j.html

〇データ提供機関 国立研究開発法人国立環境研究所

(2) 国立環境研究所が提供しているグローバルデータ

2017年、国連の依頼を受け、国内のGEMS/Water観測サイトのデータを用いて、指標6.3.2を算出・提出。
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〇データ名称 日本の一般廃棄物データベース
〇ターゲット 11.6 2030年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理

に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの
環境上の悪影響を軽減する。

〇ゴール 11 包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を
実現する

〇定義 都市で生み出された固形廃棄物のうち、管理された施設で収集・処理される
固形廃棄物の割合として定義される。

〇データソース 一般廃棄物長期時系列データ閲覧システム
https://www-cycle.nies.go.jp/jp/db/file01/page01.html

〇データ提供機関 国立研究開発法人国立環境研究所

(2) 国立環境研究所が提供しているグローバルデータ

図 約半世紀（1971～2016年度）にわたる
一般廃棄物処理実態調査のデータの
閲覧システム

対象地域
全都道府県および全市町村

収録データ（初期設定）
・ごみ総排出量
・ごみ総資源化量
・ごみ集団回収量
・ごみ最終処分量
・ごみ直接最終処分量
ほか

https://www-cycle.nies.go.jp/jp/db/file01/page01.html
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〇データ名称 アジア・太平洋地域における都市廃棄物管理に係るデータベース
〇ターゲット 11.6 2030年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理

に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの
環境上の悪影響を軽減する。

〇ゴール 11 包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を
実現する

〇定義 都市で生み出された固形廃棄物のうち、管理された施設で収集・処理される
固形廃棄物の割合として定義される。

〇データソース アジア・太平洋地域における都市廃棄物管理に係るデータベース(DaMSAR)
https://www-cycle.nies.go.jp/jp/db/DaMSAR/index.html

〇データ提供機関 国立研究開発法人国立環境研究所

(2) 国立環境研究所が提供しているグローバルデータ

図 アジア・太平洋地域における都市廃棄物管理に係るデータベース（Ver. 1.0）

対象地域
アジア・太平洋地域

収録データ
・ごみ収集率
・ごみ総排出量
・ごみ総収集量
・人口
・一人当たり家庭ごみ排出量
ほか

Data on MSW generation 

Country City/State/Province Proportion of MSW

collected (% )

Total MSW generated

(tons/day)

Population Per capita generation rate of

household waste

(g/person/day)

Composition of household waste

Bangladesh Dhaka City 65.0 2,100

Bangladesh Dhaka City 66.0 3,000

Bangladesh Chittagong City 75.0 1,600

Bangladesh Dhaka City

Bangladesh Dhaka City 4,098 12,000,000

Fiji Lautoka market 2

India Kolkata Metropolitan Area 350 774,049

India Uttarpara-Kotrung municipality 75.0 70 159,147

India Baidyabati municipality 70.0 63 121,110

India Konnagar municipality 70.0 34 76,122

India Rishra municipality 60.0 53 124,577

India Serampore municipality 60.0 90 181,842

India Champdani municipality 10.0 40 111,251

India Bangalore City 4,500 9,590,000

Indonesia Palembang City 998 1,589,780

Indonesia Balikpapan 485 648,869

Laos Vientiane 20.5 730,000

Laos Luang Prabang District 68.4 78,000

Laos Xayaburi District 51.4 67,000

Marshall Islands Ebeye Island 120 Go to "COM-MHL(2016)-1"

Malaysia Penang Island 704,376 856

Micronesia Kosrae State 318 Go to "COM-FSM(2016)-1"

Micronesia Pohnpei State 34,000 Go to "COM-FSM(2016)-2"

Micronesia Chuuk State 13,856 150 Go to "COM-FSM(2016)-3"

Micronesia Yap State 7,400 185 Go to "FSM(2016)-4"

Micronesia Yap State 3,097 304 Go to "COM-FSM(2016)-4"

Micronesia Yap State 2,878 186 Go to "COM-FSM(2016)-4"

Micronesia Yap State 1,457 154 Go to "COM-FSM(2016)-4"

Mongolia Ulaanbaatar 1,019 1,099,775

Mongolia Ulaanbaatar 100.0 321 424,219 312

Mongolia Ulaanbaatar 90.7 698 675,556 1,034

Mongolia Ulaanbaatar 75.8  827.7 1,077,229 713 Go to "COM-MNG(2012)-1"

https://www-cycle.nies.go.jp/jp/db/DaMSAR/index.html
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〇データ名称 GOSAT観測による二酸化炭素とメタンの全大気平均濃度
〇ターゲット 13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。
〇ゴール 13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる
〇定義 温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」(GOSAT)データに基づき算出される

地表から大気上端までの全大気の月毎全球平均濃度（2009年4月以降）。
〇データソース NIES GOSATプロジェクトホームページ http://www.gosat.nies.go.jp/

〇データ提供機関 国立環境研究所、環境省、宇宙航空研究開発機構

GOSAT観測による月別CO2 とCH4 の全大気平均濃度

CO2 CH4

(2) 国立環境研究所が提供しているグローバルデータ
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〇データ名称 GOSAT観測による二酸化炭素とメタンの領域・月毎吸収排出量
〇ターゲット 13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。
〇ゴール 13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる
〇定義 温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」(GOSAT)の観測データのインバース

解析により算出される、2009年6月以降の領域・月毎の正味吸収排出量。
〇データソース GOSAT Data Archive Service (GDAS)  https://data2.gosat.nies.go.jp/

〇データ提供機関 国立環境研究所、環境省、宇宙航空研究開発機構

(2) 国立環境研究所が提供しているグローバルデータ

GOSAT観測によるCO2 の領域・月毎吸収排出量
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〇データ名称 逆解析システムNISMON-CO2による長期全球CO2フラックスデータ
〇ターゲット 13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。
〇ゴール 13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。
〇定義 地球表面におけるCO2排出・吸収の時空間変動を大気輸送モデルNICAM-

TMをベースとした４次元変分法による最適化計算によって算出したもの。
〇データソース 地球環境データベース https://www.nies.go.jp/doi/10.17595/20201127.001.html

〇データ提供機関 国立研究開発法人国立環境研究所

NICAM-TM 4D-Var
CO2 排出量・吸収量の空間分布とその時間変化

NICAM-TM-based inversion system

(Niwa et al., GMD, 2017a,b) 

(2) 国立環境研究所が提供しているグローバルデータ

1990年以降

１°×１°

月別

NISMON-CO2

7月

３月

吸収 排出
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〇データ名称 陸域生態系モデルVISITによる温室効果ガス収支および
炭素循環シミュレーション出力データ

〇ターゲット 13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。
〇ゴール 13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。
〇定義 陸域生態系における大気との間の温室効果ガス（CO2、CH4、N2O）交換と

炭素循環をVISITモデルによって算出したもの。
〇データソース 地球環境データベース https://www.nies.go.jp/doi/10.17595/20210521.001.html

〇データ提供機関 国立研究開発法人国立環境研究所

(2) 国立環境研究所が提供しているグローバルデータ

陸域生態系モデルVISIT
大気との間のCO2交換

放出
吸収

<2020年10月>

湿原からのCH4放出 大気へのN2O放出

期間： 1901年1月〜2020年12月
空間分解能： 0.5度ｘ0.5度
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(3) 国立環境研究所が実施しているSDGs関連研究

持続可能な発展（SD）の概念の研究：
サステナブルな人間活動を規定するための基準やクライ
テリアを調査している。

25の認証制度等において採用され
ている590のSD基準の調査

大類型 SD基準の小類型 小類型
割合

採用数

１．
環境面の
持続可能
性の確保

効率的な資源利用と環境負
荷の低減に関する基準

47%

194自然環境・生態系の保全に
関する基準

36%

Dalyの三原則 17%

２．
社会・経
済面の発
展ニーズ
の充足

基本的
ニーズ
の充足

基本的人権、健康、
財産等の保護

22%

216

公正な労働条件 30%

高度な
ニーズ
の充足

地域社会に重要な価
値の尊重

22%

多様なニーズの充足 17%

公平なアクセス 6%

その他 3%

３．
制度的な
目標達成
の確保

コントローラビリティを高
める基準

57%

180
予防的対応に関する基準 17%

その他 26%

SDにおいて重視されるクライテリア
の重要度の調査・分析

上表は、経済発展段階や国の状況に
よって優先されるクライテリアが違う
ことが示されている

左表は、SDGsのターゲット12.7の持
続可能な公共調達などで参照すべき観
点が示されている

順位 日本 韓国 タイ ベトナム

1 安全 安全 安全 安全

2 効率性 効率性 環境容量 環境容量

3 レジリエンス 環境容量 効率性 効率性

4 包摂性 レジリエンス ケイパビリティ ケイパビリティ

5 ケイパビリティ アクセシビリティ アクセシビリティ アクセシビリティ

6 アクセシビリティ 包摂性 包摂性 レジリエンス

田崎・亀山ら（2016、2021）
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(3) 国立環境研究所が実施しているSDGs関連研究

持続可能な発展（SD）指標の開発（その１）：SDGs指標で弱い分野の特定
SO 社会

so-01 社会統合指標

so-02 貧困と依存

so-03 経済的不平等

so-04 性別間差別

so-05 世代間格差

so-06 地域格差

so-07 民族／移民差別

so-08 社会的排除

so-09 労働

so-10 労働環境

so-11 栄養状態

so-12 食の安全

so-13 死亡率、平均寿命、健康

so-14 公衆衛生、飲用水

so-15 アルコール

so-16 育児

so-17 教育

so-18 基礎学力

so-19 文化、余暇、時間

so-20 家族・親族

en-09 景観

en-10 森林

en-11 砂漠化

en-12 都市化

en-13 沿岸域

en-14 漁業

en-15 水量

en-16 水質

en-17 エコシステム

en-18 絶滅危惧種

en-19 災害

en-20 騒音

en-21 放射線

en-22 環境汚染の認知

en-23 水循環

en-24 バイオハザード

en-25 資源

en-26 自然とのふれあい

EC 経済

ec-01 国の経済力

ec-02 資本と投資

ec-03 貿易（輸出入）

ec-04 国家等の財政状態

ec-05 家計の財政状態

ec-06 ビジネスと産業

ec-07 エコビジネス

ec-08 エネルギー使用

ec-09 運輸（輸送・交通）

ec-10 物質利用

ec-11 廃棄物発生と処理

ec-12 リサイクル

so-21 つながり、責任参加

so-22 国際協力（連携）

so-23 住居

so-24 子どもの生活環境

so-25 サービス・公共施設

so-26 情報

so-27 犯罪

so-28 社会保障

so-29 人口変動

so-30 平和・不和

so-31 精神

EN 環境

en-01 環境統合指標

en-02 気候変動

en-03 オゾン層破壊

en-04 大気環境

en-05 農業と畜産業

en-06 土壌

en-07 化学物質・物質

en-08 土地利用

IN 制度

in-01 持続可能な発展に向けた戦略

in-02 環境管理と政策

in-03 モラルと法令遵守

in-04 国際レジーム

in-05 科学と技術

in-06 司法

in-07 対策での連携と協働

In-08 行政とマネジメント

赤字の小分野が現在のSDGsで弱い分野 SDIのデータベースをもとに田崎作成（2019）
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(3) 国立環境研究所が実施しているSDGs関連研究

持続可能な発展（SD）指標の開発（その２）：ネクサス（事象連環）
に着目した指標体系の提案と日本の中長期時系列データの整備

〇データ名称 持続可能な社会に向けた日本の状況
〇内容 持続可能性連環指標体系を用いて日本の状況をモニタリングした結果
〇データ提供機関 国立研究開発法人国立環境研究所

（http://www.nies.go.jp/social/japansdi/index.html）

連環指標体系を提示し、22の指標について日本の長期データを収録

http://www.nies.go.jp/social/japansdi/index.html
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(3) 国立環境研究所が実施しているSDGs関連研究

<
>

<
>

<
>

<
>

目標達成率
（矢印の幅が100%を示す）

生活満足度 (%)

一人当たり余暇時間 (時間/週)

健康寿命 (年)

相対的貧困率 (％)

完全失業率 (％)

実質GDP （兆円）

一人あたり民間総資産額 （万円/人）

一人当たりの生産された資本 （万USD/人）

GDPあたり政府債務残高 (％)

Solidarity index (-)

民間企業の管理職に占める女性割合 (％)

社会貢献意識のある人の割合 (%)

GDPあたりGHG排出量 (t-CO2換算/百万円)

再生可能エネルギー利用率（1次エネルギー）(％)

環境基準達成率 (％)

自然資本（億USD）

経

済

社

会

環

境

人の

良き

状態

持続可能性ビルディングブロック（SusBB）指標の開発

持続可能な発展（SD）指標の開発（その３）

16の指標につ
いて日本の状
況を表示

• 日本の現状を持続可能性
の観点から計測し、過去
から現在の方向を把握

• 「人の良き状態（well-
being）」「経済」「環境」「社
会」の４観点から16指標を
選定

• 経済面は比較的好ましい
状況だが、社会面と一部
の環境の面で悪化傾向に
あり、それが総合的に人
の良き状態に悪影響

※近日公開予定
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(3) 国立環境研究所が実施しているSDGs関連研究

気候緩和政策とSDGs関連指標の間の正の波及影響（相
乗効果）と負の波及影響（トレードオフ）の統合評価

飢餓人口 農作物価格 大気汚染死亡 水不足人口

再エネ比率 エネ強度 失業率 GDP／人

二次産業比 食料廃棄物 森林面積 種の多様性

1.5℃
2.5℃
2.0℃
WB2C

中国
インド
日本
東南    
その他    
アジア
全球集計

シナリオ

地域

二酸化炭素排出削減率（%）

対
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
シ

ナ
リ

オ
比

の
各

S
D

G
s
指

標
変

化
率

（
%
）

Fujimori et al. (2020) Measuring the sustainable development implications of climate change mitigation. Environmental Research Letter, 15, 085004

CO2排出量削率とSDGs指標との関係。色はシナリオ、マーカーは地域を表している

• CO2排出削減によ
りSDGs指標が受
ける影響について、
複数指標を対象に
多様なCO2排出削
減強度について定
量評価を実施。

• CO2排出削減率と
多くのSDGs指標
との間に明確な関
係があることが示
された。
– 例：CO2を1％削
減すると、大気
汚染関連の早期
死亡の0.57％を
回避できる。
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(3) 国立環境研究所が実施しているSDGs関連研究

食料生産・環境負荷を減らしながら飢餓を撲滅

• 食料生産増は、環境に様々な悪影響を及ぼす。
• 環境悪化を回避しつつ飢餓撲滅を目指すには、食料生産増以外の方策が必要。

• 栄養不足の改善に向けた飢餓政策が適切にとられ、飽食・フードロスがともに抑制できた
場合、必要な食料生産量は軽減でき、結果的に農地需要・GHG排出も減少する。

Hasegawa et al. 2019 (Nature Sustainability)

従来：低炭素社会実現に向けた政策がその他環境問題に及ぼす影響の評価
→ 本研究： 飢餓解決に向けた政策が温暖化含めその他環境問題に及ぼす影響の評価

飢餓も飽食も同時抑制できることが
望ましい

各シナリオでの総食料カロリー需要：再分配等の政策による
飢餓と環境影響の同時解決を模索する必要がある。
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(3) 国立環境研究所が実施しているSDGs関連研究

生物多様性保全と土壌侵食抑制のための土地資源の利用制約
を考慮したバイオエネルギーポテンシャルの推計

AIM/CGE

社会経済シナリオ
17地域農地面積

AIM/PLUM

環境保全シナリオ
生物多様性

バイオ作物収量

土地生産性

食料収量

自然保護区

土壤劣化 LPJmL

H08水モデル

NIES+FFPRI：
AIM/Biodiversity

UNEP: WDPA, KBA

FAO: GLADIS 

世界、地域別バイオエネルギー·ポテンシャル(2050)

ポテンシャルマップ バイオエネルギー供給曲線

Wu et al. (2019) Global Change Biology Bioenergy

生物多様性保護の観点から優先的に保護すべき地域や、土壌劣化回避の観点から保護すべき地
域を所与の制約条件として与えたうえで、炭素価格に応じた世界・地域別のバイオエネルギー供給
ポテンシャルを推計し、供給曲線を描出した。その結果、保護地の制約条件を想定しない場合には
245EJ/年（$US5/GJのエネルギー価格では192EJ/年）であるバイオエネルギーポテンシャルは、保
護地を考慮した場合には149EJ/年（$US5/GJのエネルギー価格では110EJ/年）と見積もられた。
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(3) 国立環境研究所が実施しているSDGs関連研究

地域B

地域C

地域経済の
成長

豊かな自然
環境の保全

資源を大切
にする暮らし

低炭素社会
の実現

自立した
安全・安心な社会

地域社会の
活性化

人口維持

にぎわい創出

GRP増加

雇用の増加

生物多様性の
保全

里地・里山・景観
の保全

3Rの促進

資源生産性の
向上

GHG排出削減

気候変動への
適応

食料自給率
向上

エネルギー
地産地消

【1】再エネ発電
（バイオマス）

【3】新しい木製品
の開発・活用

【4】資源循環
ビジネス

【5】耐暑性
品種開発

【2】高付加価値
一次産品の
六次産業化

定住人口

交流人口

Uターン率

域内総生産

雇用者数

森林管理面積

里山指数

廃棄物発生量

リサイクル率

GHG排出量

脆弱性
評価指標

食料自給率

エネルギー
自給率

廃棄物
最終処分量

地域 取組 効果 地域目標指標地域主体

経営人材

研究機関

投資家

消費者

デザイナー

製造業者

森林

伝統的
農産物地域A

地域資源

商店

行政

林家

清掃事業
者

ガス事業
者

農家

リサイクルの
取組実績

地域課題

経済の低迷

魅力的な雇用
機会の不足

人口減少

里山の劣化

水害リスクの上
昇への対応

健康・
福祉

労働
環境

環境
教育身近な

環境
気候・

エネルギー

交通
整備

圏域の
活性化

連携

こおりやま広域圏 セミナー共催・
気候変動等推進適応研究会

⚫ SDGsを地域課題の解決に活用
する手順・ツールの開発

•参加型WSの手法による計画策定

• SDGsの理解

• SDGsを活用した地域ニーズ抽出

• 取組発案、計画立案

•郡山市でSDGs未来都市構想に活用、

広域圏の気候変動適応策へも展開

ワークショップで提案された取組を内容により8分野に分類し、SDGsとの関連
を示した。ロゴ・文字・線のサイズにより分野・ゴールに関連する取組の数を示す。

⚫ 地域循環共生圏(ローカルSDGs)
構築を目指した地域の多様な活
動の構造化

•地域循環共生圏は地域資源を活用し、地

域間で協力して様々な地域課題を解決しよ

うとする考え方。ローカルSDGs達成の方法。

•様々な課題・地域資源・取組・主体・を含む

活動を体系的に整理・構造化した分析枠組

みを開発。現場の事業立案や取組の俯瞰に

も活用。




